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資料 1-① 中小企業・小規模事業者の数（2016年 6月時点） 
 
 

2014年(企業全体

に占める割合) 

2016年(企業全体

に占める割合) 

増減数(率) 

中小企業・小規模事業者 380.9万者 

(99.7%) 

357.8万者 

(99.7%) 

▲23.1 万者 

(▲6.1%) 

うち小規模事業者 325.2万者 

(85.1%) 

304.8万者 

(84.9%) 

▲20.4 万者 

(▲6.3%) 

大企業 1万 1110者 

(0.3%) 

1万 1157者 

(0.3%) 

+47者 

(+0.4%) 

全規模(大企業と中小企業・

小規模事業者の合計) 

382.0万者 358.9万者 ▲23.1 万者 

(▲6.1%) 

(注)1 中小企業庁のウェブサイト抜粋 

2 上記の中小企業・小規模事業者の区分には、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）以外の中小企業関連法

令において中小企業又は小規模企業として扱われる企業が含まれている。 

  3 「中小企業者」は、中小企業基本法第 2条第 1項において、「おおむね次の各号に掲げるもの」とされている。 

一 資本金の額又は出資の総額が 3 億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社及び

個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第 4号までに掲げる業種を除く。）に属す

る事業を主たる事業として営むもの 

二 資本金の額又は出資の総額が 1 億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び

個人であって、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

三 資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及

び個人であって、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの 

四 資本金の額又は出資の総額が 5千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 50人以下の会社及び

個人であって、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

  4 「小規模事業者」は、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平成 5年法律第 51号）

第 2条において、常時使用する従業員の数が次の各号に掲げる区分に応じ「当該各号に定める数以下の」商工業

者とされている。 

一 製造業その他の業種（次号に掲げる業種及び第 3号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる

事業として営むもの 二十人 

二 商業又はサービス業（次号の政令で定める業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの             

五人 

三 （略） 
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資料 1-② 飲食料品小売業及び各種商品小売業（総合スーパー等）の事業所数の推移 

 (注)1 「商業統計調査」（経済産業省）に基づき、当省が作成した。 
2 「管理、補助的経済活動を行う事業所」を除く。 

3 H26の事業所数は、日本標準産業分類の改定により、「持ち帰り飲食サービス業」及び「配達飲食サービス業」

が同調査の対象外となったため、それらの事業所数が含まれていない。 

なお、「平成 28年経済センサス」（総務省・経済産業省）によると、「持ち帰り飲食サービス業」は 1万 2,300

事業「配達飲食サービス業」は 4万 3,318事業所であり、合計すると 5万 5,618事業所になる。  
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資料 2 年代別に見た中小企業の経営者年齢の分布 

（注） 「中小企業白書 2019年版」（中小企業庁）抜粋 
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資料 2（参考） 業種別経営者の平均年齢と年代別構成比 

（注）1 「全国社長年齢分析（2020年）」（帝国データバンク）より該当部分抜粋 

2 枠囲みは当省が付した。 
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資料 3 事業承継に関する現状・課題 

(注) 日本経済再生本部（内閣官房）未来投資会議 構造改革徹底推進会合「地域経済・インフラ」会合（中小企業・観光・スポーツ・文化等）（第 1回）における経済産業

省提出資料「中小企業・小規模事業者の生産性向上について」（平成 29年 10月 経済産業省）より該当部分抜粋 

30~34 歳 35～39 歳 40～44歳 45～49 歳 50～54 歳  55～59歳 60～64歳 65～69 歳 70～74 歳 75～79 歳 80 歳以上 

20 年間で経営者年齢の 
山は 47 歳から 66 歳へ移動 
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資料 4-① 2019年「休廃業・解散企業」動向調査 

 

(注) 「休廃業・解散企業」動向調査は、（株）東京商工リサーチが保有する企業データベースから、「休廃業・解

散」が判明した企業を抽出したもの。「休廃業・解散」は、倒産（法的整理、私的整理）以外で事業活動を停止

した企業と定義しているため、「休廃業・解散」には「倒産」を含まない。 

休廃業・解散 倒産件数 年次推移 

東京商工リサーチ調べ 
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資料 4-② 第三者承継支援総合パッケージ（令和元年 12月 20日中小企業庁）＜抜粋＞ 
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資料 5 ｢国土形成計画の推進に関する世論調査｣（平成 27 年 8 月）概略版（内閣府）  

＜抜粋＞ 

 

(注)1 内閣府世論調査ＷＥＢサイトの掲載内容を抜粋 

2 同世論調査は、全国の満 20歳以上の日本国籍を有する者 3,000人（210市区町村在住）を、全国の 11地区 

（北海道地区、東北地区等）に分類し、さらに全国の市区町村を人口規模によって分類した上で、標本（調査 

対象者）数を母集団（市区町村人口）に比例配分し、無作為に抽出して実施（層化 2段無作為抽出法） 
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資料 5（参考 1） 医療提供体制（病院等）の整備に係る定めをした法令  

○医療法（昭和 23年法律第 205号）＜抜粋＞ 

第一条 この法律は、医療を受ける者による医療に関する適切な選択を支援するため

に必要な事項、医療の安全を確保するために必要な事項、病院、診療所及び助産所

の開設及び管理に関し必要な事項並びにこれらの施設の整備並びに医療提供施設相

互間の機能の分担及び業務の連携を推進するために必要な事項を定めること等によ

り、医療を受ける者の利益の保護及び良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制

の確保を図り、もつて国民の健康の保持に寄与することを目的とする。 

第一条の二 （略） 

2 医療は、国民自らの健康の保持増進のための努力を基礎として、医療を受ける者

の意向を十分に尊重し、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院、調剤を実施

する薬局その他の医療を提供する施設（以下「医療提供施設」という。）、医療を受け

る者の居宅等（居宅その他厚生労働省令で定める場所をいう。以下同じ。）において、

医療提供施設の機能に応じ効率的に、かつ、福祉サービスその他の関連するサービ

スとの有機的な連携を図りつつ提供されなければならない。 

第一条の三 国及び地方公共団体は、前条に規定する理念に基づき、国民に対し良質

かつ適切な医療を効率的に提供する体制が確保されるよう努めなければならない。 

第三十条の三 厚生労働大臣は、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に

関する法律（平成元年法律第六十四号）第三条第一項に規定する総合確保方針に即

して、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制（以下「医療提供体制」という。）

の確保を図るための基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めるものとする。 

2 基本方針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 医療提供体制の確保のため講じようとする施策の基本となるべき事項 

二 医療提供体制の確保に関する調査及び研究に関する基本的な事項 

三 医療提供体制の確保に係る目標に関する事項 

四 医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携並びに医療を受ける者に対す 

る医療提供施設の機能に関する情報の提供の推進に関する基本的な事項 

五～十（略） 

十一 その他医療提供体制の確保に関する重要事項 

3（略） 

第三十条の四 都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都

道府県における医療提供体制の確保を図るための計画（以下「医療計画」という。）

を定めるものとする。 

2 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 都道府県において達成すべき第四号及び第五号の事業並びに居宅等における医

療の確保の目標に関する事項 
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二 第四号及び第五号の事業並びに居宅等における医療の確保に係る医療連携体制

（医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連携を確保するための体制をい

う。以下同じ。）に関する事項 

三 医療連携体制における医療提供施設の機能に関する情報の提供の推進に関する 

事項 

四 生活習慣病その他の国民の健康の保持を図るために特に広範かつ継続的な医療 

の提供が必要と認められる疾病として厚生労働省令で定めるものの治療又は予防 

に係る事業に関する事項 

五 次に掲げる医療の確保に必要な事業（以下「救急医療等確保事業」という。） 

に関する事項（ハに掲げる医療については、その確保が必要な場合に限る。） 

イ～へ（略）  

六 居宅等における医療の確保に関する事項 

七 地域における病床の機能の分化及び連携を推進するための基準として厚生労働 

省令で定める基準に従い定める区域（以下「構想区域」という。）における次に掲

げる事項を含む将来の医療提供体制に関する構想（以下「地域医療構想」という。）

に関する事項 

イ～ロ（略） 

八 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に関する事項 

九 病床の機能に関する情報の提供の推進に関する事項 

十 外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項 

十一 医師の確保に関する次に掲げる事項 

イ～二（略）  

十二 医療従事者（医師を除く。）の確保に関する事項 

十三 医療の安全の確保に関する事項 

十四 主として病院の病床（次号に規定する病床並びに精神病床、感染症病床及び 

結核病床を除く。）及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単位として区分す 

る区域の設定に関する事項 

十五 二以上の前号に規定する区域を併せた区域であつて、主として厚生労働省令

で定める特殊な医療を提供する病院の療養病床又は一般病床であつて当該医療に

係るものの整備を図るべき地域的単位としての区域の設定に関する事項 

十六 第六項及び第七項に規定する区域を定めた場合には、当該区域の設定に関す

る事項 

十七 療養病床及び一般病床に係る基準病床数、精神病床に係る基準病床数、感染

症病床に係る基準病床数並びに結核病床に係る基準病床数に関する事項 

3～18（略） 

（注） 下線は当省が付した。 
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資料 5（参考 2） 「郵便局」の整備に係る法令 

○日本郵政株式会社法（平成 17年法律第 98号）＜抜粋＞ 

第一条 日本郵政株式会社（以下「会社」という。）は、日本郵便株式会社の発行済株式

の総数を保有し、日本郵便株式会社の経営管理を行うこと及び日本郵便株式会社の業

務の支援を行うことを目的とする株式会社とする。 

第二条 政府は、常時、会社の発行済株式（株主総会において決議をすることができる

事項の全部につき議決権を行使することができない株式を除き、会社法（平成十七年

法律第八十六号）第八百七十九条第三項の規定により議決権を有するものとみなされ

る株式を含む。以下この条において同じ。）の総数の三分の一を超える株式を保有して

いなければならない。 

第五条 会社は、その業務の運営に当たっては、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債

権債務の決済の役務並びに簡易に利用できる生命保険の役務を利用者本位の簡便な方

法により郵便局で一体的にかつあまねく全国において公平に利用できるようにする責

務を有する。 

2（略） 

第十三条 会社は、総務大臣がこの法律の定めるところに従い監督する。 

2 総務大臣は、この法律を施行するため特に必要があると認めるときは、会社に対し、

その業務に関し監督上必要な命令をすることができる。 

○郵政民営化法（平成 17年法律第 97号）＜抜粋＞ 

第三十六条 1～10（略） 

11 公社が第七項の規定による出資によって取得する日本郵政株式会社の株式は、日本

郵政株式会社の成立の時に、政府に無償譲渡されるものとする。 

12 会社法第三十条及び第二編第一章第三節の規定は、日本郵政株式会社の設立につい

ては、適用しない。 

（注） 下線は当省が付した。 
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資料 6 飲食料品小売業における倒産、休廃業・解散件数の推移 

(注)1  ㈱東京商工リサーチ「2019年「休廃業・解散企業」動向調査」に係る同社提供資料に基づき、当省が作成した。 

2 「飲食料品小売業」（日本標準産業分類）に分類される事業所における「倒産」及び「休廃業・解散」の件数

である。 

3 「倒産」は「法的整理・私的整理」により市場から撤退・消滅したものの年度における件数であり、「休廃

業・解散」は、「倒産以外で事業活動を停止した」ものの、暦年における件数である。 
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資料 7 飲食料品小売業のうちの中小企業・小規模事業者の割合 

(注)1 「平成 28年経済センサス」（総務省・経済産業省）に基づき、当省が作成した。 

2  中小企業の定義は「資本金の額又は出資の総額が 5千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 50人

以下の会社及び個人であつて、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの」（中小企業基本法第 2条第 4

項）とした。 

3 小規模事業者の定義は「商業又はサービス業に属する事業を主たる事業として営むもの 5人」（商工会及び商

工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第 2条第 2号）とした。 

中小企業・小規模事業者:
203,624(99.6%)

大企業:869(0.4%)
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資料 8 事業承継の定義 
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(注)1 「中小企業白書 2019年版」（中小企業庁）より該当部分抜粋 

2 下線は当省が付した。 
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資料 9 事業承継関連施策 
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(注) 1 「中小企業白書 2019年版」（中小企業庁）抜粋 

2 下線は当省が付した。 
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資料 10-① 「過疎地域」について 

＜過疎対策について＞ 

人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が低下し、生産機能及び生活環境の整

備等が他の地域に比較して低位にある地域について、総合的かつ計画的な対策を実施する

ために必要な特別措置を講ずることにより、これらの地域の自立促進を図り、もって住民福

祉の向上、雇用の増大、地域格差の是正及び美しく風格ある国土の形成に寄与する目的とし

ています。 

 

＜具体的な要件の例＞ 

（1）人口要件（次のいずれかに該当すること。ただし、（イ）（ロ）及び（ハ）の場合、平

成 2年と平成 27年の国勢調査人口による人口増加率が 10％以上である団体は除く。） 

（イ）昭和 45年と平成 27年の国勢調査人口による人口減少率が 32％以上であること。 

（ロ）昭和 45 年と平成 27 年の国勢調査人口による人口減少率が 27％以上であって、

65歳以上人口の比率が 36％以上であること。 

（ハ）昭和 45 年と平成 27 年の国勢調査人口による人口減少率が 27％以上であって、

15歳以上 30歳未満人口の比率が 11％以下であること。 

（ニ）平成 2年と平成 27年の国勢調査人口による人口減少率が 21％以上であること。 

（2）財政力要件 

平成 25年度から平成 27年度までの財政力指数の平均が 0.5以下であり、かつ、公営

競技収益が 40億円以下であること。 
(注)1 総務省（地域力創造グループ）ウェブサイト抜粋 

2  下線は当省（行政評価局）が付した。 
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資料 10-② 「団地・ニュータウン」について 

高度経済成長期の都市への人口集中に対して、全国各地で郊外部を中心に多くの住宅

地が開発されてきましたが、早期に開発されたものを中心に、「高齢化」「子ども世代の

減少」「地域コミュニティ機能の低下」「空家・空地の増大」等の課題を抱える状況とな

っております。 

「住宅団地」は様々なとらえ方がなされているため、全国の市区町村に対するアンケ

ート調査により市区町村が現時点で捉えている住宅団地を把握し、今後の再生等の検討

材料として整理しました。 

○ 住宅団地リストの作成方法 

  全国の市区町村に対するアンケート調査（平成 29 年度及び平成 30 年度実施）に

より、住宅団地リストを作成。 

 ※「住宅団地」の定義：「全国のニュータウンリスト」及び「地方公共団体が「住宅

団地」と判断した住宅市街地」 

都道府県・所在地・住宅団地名・連坦する住宅団地名・入居開始時期・開発時事業

手法・面積・住宅団地の構成・町丁字名の調査を実施。 

（参考）アンケート調査において示した「住宅団地のとらえ方」 

住宅団地（戸建て住宅地を含む）のとらえ方は、各市区町村の住宅政策等におけ

る考えに基づく地区のとらえ方を基本。但し、以下の[1]及び[2]の住宅団地は含む

こと。 

[1]土地・建設産業局の提供する全国のニュータウンリストにある住宅団地 

[2]計画的に開発された市街地であって一斉入居等住宅団地特有の要因によって

課題が顕在化している一定規模以上（おおむね 5ha以上を想定）の住宅団地（公

共団体が任意に設定）   

＜全国のニュータウンリストについて＞ 

   以下の要件を満たす住宅・宅地開発事業で開発された地区 

 条件[1] 昭和 30年度以降に着手された事業 

 条件[2] 計画戸数 1,000 戸以上又は計画人口 3,000 人以上の増加を計画した事業

のうち、地区面積 16ha以上であるもの 

条件[3] 郊外での開発事業（事業開始時に DID外であった事業） 

(注)1 国土交通省（住宅局）ウェブサイト抜粋 

2  下線は当省が付した。 
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資料 10-③ 「人口集中地区」について 

(１） 設定の趣旨及び経緯  

   人口集中地区は、統計データに基づいて一定の基準により都市的地域を定めたも

のであり、次のような経緯から、昭和 35年国勢調査以来各回の調査ごとに設定さ

れているものである。 

国勢調査の結果は、主として都道府県及び市区町村という行政地域を単位として

集計・利用されており、このうち、市及び区はまとめて市部として、町及び村は郡

部として、それぞれ都市的地域又は農漁村的地域を表すものとして慣用されてい

た。しかし、昭和 28年の町村合併促進法及び昭和 31年の新市町村建設促進法によ

り、多くの町村が新たに市制を施行し、又は既存市に合併されるに至って、市部の

地域内に、農漁村的性格の強い地域が広範囲に含まれるようになった。この結果、

市部の地域は、その面積が著しく広大となった反面、人口密度は低下し、統計上、

「都市的地域」としての特質を必ずしも明瞭に表さなくなり、統計の利用に不便が

生じてきた。 

そこで総理府統計局（現総務省統計局）では、昭和 35年国勢調査の際に、この

「都市的地域」の特質を明らかにする新しい統計上の地域単位として「人口集中地

区」を市区町村の境域内に設定し、これらの人口集中地区についても国勢調査結果

を集計することとした。これによって、都市的地域の人口の実態を明らかにする統

計資料が提供され、地方交付税算定基準の一つとして利用されているほか、都市計

画、地域開発計画、市街地再開発計画、産業立地計画、交通計画、環境衛生対策、

防犯・防災対策、その他各種行政施策、学術研究及び民間の市場調査などに広く利

用されている。  

(２) 設定の基準 

   人口集中地区の設定に当たっては、国勢調査基本単位区及び基本単位区内に複数

の調査区がある場合は調査区（以下「基本単位区等」という。）を基礎単位とし

て、1)原則として人口密度が 1平方キロメートル当たり 4,000人以上の基本単位区

等が市区町村の境域内で互いに隣接して、2)それらの隣接した地域の人口が国勢調

査時に 5,000人以上を有するこの地域を「人口集中地区」とした。 

 なお、人口集中地区は「都市的地域」を表す観点から、学校・研究所・神社・仏

閣・運動場等の文教レクリエーション施設、工場・倉庫・事務所等の産業施設、官

公庁・病院・療養所等の公共及び社会福祉施設のある基本単位区等で、それらの施

設の面積を除いた残りの区域に人口が密集している基本単位区等又はそれらの施設

の面積が 2分の 1以上占める基本単位区等が上記 1)の基本単位区等に隣接してい

る場合には、上記 1)を構成する地域に含めた。 
(注)1 総務省（統計局）ウェブサイト抜粋 

  2 下線は当省（行政評価局）が付した。 
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資料 11 調査対象事業者が活用したとする国の支援施策一覧 

所管 

府省 

活用したとする 

支援施策名 

事業区分 

(存続年度) 

活用 

年度 

交付金額

（万円） 

活用使途 

＜事例集番号＞ 
支援施策の概要・目的 

内
閣
府 

①地域活性化・地

域住民生活等緊急

支援交付金（地方

創生先行型）（注）2 

機能存続 

(H30) 

H27 750 買物支援事業に要する移動

販売車※の町による購入 

 

※ H27の事業開始時に購入。店

舗撤退を受け、H30に事業拡大

し、機能存続 

地方創生を速やかに進めるため地方公共団体による地

方版総合戦略の円滑かつ有効な策定と、これに関する優良

施策の実施を支援 

 

②地方創生拠点整

備交付金 

店舗存続

（再開） 

(H29) 

H28 10,800 商業施設機能を有する公

設民営の複合施設の建設設

計、工事 

＜事例集⑳＞ 

地方公共団体が作成し、認定を受けた地域再生計画に基

づいて実施される施設整備事業等に要する費用のうち、当

該地方公共団体が負担する経費に充てるため、交付金を交

付する。 

なお、本交付金による施設整備等が、単なる「ハコモノ

行政」ではなく、地方版総合戦略に基づく地方公共団体の

自主的・主体的で先導的な取組として未来への投資の基盤

につながる先導的なものとなるよう、運営戦略や事業計画

に基づき、利活用方策が明確にされ、それにより十分な地

方創生への波及効果の発現を期待できるものを対象とし

て支援 

店舗存続 

(H19) 

H28 6,422 公設民営の施設の建設設

計、工事※ 

 

※ H19に店舗存続後、H28に移転 

総
務
省 

③公民連携による

まちなか再生事例

に関する調査研究

事業（注）2 

店舗存続 

(H23) 

H26 不明 店舗の外装、建具の改修 

＜事例集⑨＞ 

自治会などの地域コミュニティやＮＰＯ、まちづくり会

社等が主体的に関わり、市町村と連携し、効率的な店舗運

営を実現している民間企業のノウハウを活用しながら、商

機能を中心とする生活機能を集約した「よろずや」づくり

を行うといった事業等をモデル事業として募集し、支援。

モデル事例や先進事例を調査研究することを通じて、小さ

なまちの「まちなか」で、公民が連携して、商機能を中心

とした住民の暮らしを支える生活機能の維持を行い、地域

の人々が集まる「まちなか」の再生を行うことにより、地

域を活性化する方策を検証する事業を行う。 
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所管 

府省 

活用したとする 

支援施策名 

事業区分 

(存続年度) 

活用 

年度 

交付金額

（万円） 

活用使途 

＜事例集番号＞ 
支援施策の概要・目的 

④過疎地域等自立

活性化推進交付金 

機能存続 

(H28) 

H30 100 

 

市が補助する移動販売事

業に要する燃料、人件費、

車検、消耗品等の運営費 

 

※ 市から事業者に 100万円交

付。同交付金の財源は当該交付

金が 94.9％） 

①過疎地域における産業振興、生活の安心・安全確保対策

や定住促進対策などの喫緊の諸課題に対する、先進的で波

及性のあるソフト事業を幅広く支援 

②過疎地域における住宅団地の造成や空き家の改修、季節

居住団地の造成等に要する経費を支援 

③過疎地域の廃校舎等を活用して行う、地域振興施設や地

域間交流施設等の整備に要する経費を支援 

④集落ネットワーク圏における日常生活支援機能の確保

や地域産業の振興の取組を支援 

（本事例は①と④に該当） 

店舗存続 

(H30) 

H31 610 陳列用の冷凍及び冷蔵ケ

ース、精米機、利用客の送

迎用車両等の購入 

 

※ 交付金額 1,500万円のうち

610万円を店舗の運営、送迎支

援に活用 

⑤地域経済循環創

造事業交付金 

店舗存続 

(H30) 

H30 1,383 町が補助する新店舗のリニ

ューアル工事 

＜事例集⑥＞ 

産・学・金・官の連携により、地域の資源と資金を活用

して、雇用吸収力の大きい地域密着型企業の立ち上げを 

支援 

⑥地方交付税（地

域おこし協力隊事

業） 

店舗存続 

(H29) 

- 100 地域おこし協力隊員が任期

終了後に事業承継した際の

自動車の更新＜例集 51＞ 

都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を異

動し、生活の拠点を移した者を、地方公共団体が「地域お

こし協力隊員」として委嘱。隊員が、一定期間、地域に居

住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ等の

地域おこしの支援や、農林水産業への従事、住民の生活支

援などの「地域協力活動」を行いながら、その地域への定

住・定着を図る取組を支援 

地域おこし協力隊取組自治体に対し、おおむね次に掲げ

る経費について、特別交付税措置（本事例は②の経費） 
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所管 

府省 

活用したとする 

支援施策名 

事業区分 

(存続年度) 

活用 

年度 

交付金額

（万円） 

活用使途 

＜事例集番号＞ 
支援施策の概要・目的 

①地域おこし協力隊員の活動に要する経費：（略） 

②地域おこし協力隊員等の起業・事業承継に要する経費：

任期最終年次又は任期終了翌年の起業する者又は事業を

引き継ぐ者 1人当たり 100万円上限 

③-1 地域おこし協力隊員の募集等に要する経費：（略） 

③-2 「おためし地域おこし協力隊」に要する経費：（略） 

厚
生
労
働
省 

⑦雇用創出の基金

による事業 

機能存続 

(H25) 

H25 不明 移動販売事業を事業者に

委託 

 

地域の雇用失業情勢が厳しい中で、離職した失業者等の

雇用機会を創出するため、各都道府県に基金を造成し、各

都道府県及び市区町村において、地域の実情や創意工夫に

基づき、雇用の受皿を創り出す事業を支援 

店舗存続 

(H23) 

H22 不明 買物困難者の利便性向上

の社会実験（食品や日用品

等を販売） 

＜事例集⑨＞ 

農
林
水
産
省 

⑧食と地域の交流

促進対策交付金

（注）2 

店舗存続 

(H23) 

H24 

H25 

H24:106 

H25:90 

地域内ニーズの調査、惣

菜や弁当のメニュー開発、

学習会・交流イベントの開

催 

＜事例集⑧＞ 

地域で活動する、農林漁業者が取組の中心的役割を担う

団体（公募により選定）が実施する、「子ども農山漁村交

流プロジェクト」やグリーン・ツーリズムなど、農山漁村

を教育・観光等の場として活用する集落の多様な都市農村

交流等を促進する取組に対し、定額（1事業実施主体当た

り上限 220万円）を支援 

経
済
産

業
省 

⑨中心市街地再生

事業費補助金 

機能存続 

(H27) 

H26 約 1,200 移動販売 3トン車両の購

入 

＜事例集⑩＞ 

市町村が策定した中心市街地活性化基本計画に基づき、

民間事業者が実施する商業施設等の改修・リノベーション

等に対して支援。また、食料品等の日常の買物の機会が十
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所管 

府省 

活用したとする 

支援施策名 

事業区分 

(存続年度) 

活用 

年度 

交付金額

（万円） 

活用使途 

＜事例集番号＞ 
支援施策の概要・目的 

機能存続 

(H30) 

H26 不明 

 

移動販売車両の購入※ 

 
※ H26の事業開始時に購入。店

舗撤退を受け、H30に事業拡大

し、機能存続 

分に提供されない地域において、買物に困難を抱える人々

に買物機会を持続的に提供できるような事業に対して支

援 

経
済
産
業
省
（
中
小
企
業
庁
） 

⑩地域商業活性化

事業費補助金 

店舗存続 

(H22) 

H22 110 店舗の改修 

＜事例集④＞ 

「買い物困難地域」における買物弱者の生活利便性を向

上させる事業であって、地方自治体、商店街振興組合、商

工会、商工会議所、民間事業者などのうち二以上の事業主

体が連携して行うもので、かつ、補助事業を実施した結果、

支援対象の買物困難地域・買物弱者の販売額の増加又は来

客数の増加など利用の効果が期待できる事業を支援 

⑪中小企業経営支

援等対策費補助金

（地域商業自立促

進事業） 

店舗存続 

(H29) 

H26 117 商業施設の必要性や採算

性等についての調査・分析

※ 

＜事例集㉒＞ 

 

※ H25に前事業者が撤退の意向

を表明したことを受け、H26に

調査を実施し、H29に店舗存続 

商店街等において、地域における消費活動の基盤となる

地域コミュニティの形成に向けた新たな取組（(1)地域コ

ミュニティ形成促進支援事業）、商店街等の新陳代謝を図

る新たな取組（(2)商店街等新陳代謝促進支援事業）等を

行うに当たり、その取組内容が、地域住民のニーズや当該

商店街等を取り巻く外部環境の変化を踏まえたものであ

り、当該商店街等において自立的に継続して取り組む事業

として施設やサービスの利用者数、採算性等を確認するた

めに必要な調査・分析事業を支援 

⑫中小企業経営支

援等対策費補助金

（地域・まちなか

商業活性化支援事

業） 

店舗存続 

(H29) 

H29 7,995 地域交流と飲食料品店の

複合施設等建設工事、駐車

場整備 

＜事例集㉒＞ 

 商店街組織が単独で、又は商店街組織がまちづくり会社

等の民間企業や特定非営利活動法人等と連携して行う、①

少子・高齢化、②地域交流、③新陳代謝、④構造改善、⑤

外国人対応、⑥地域資源活用の六つのいずれかの分野に係

る公共性の高い取組を支援 
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所管 

府省 

活用したとする 

支援施策名 

事業区分 

(存続年度) 

活用 

年度 

交付金額

（万円） 

活用使途 

＜事例集番号＞ 
支援施策の概要・目的 

⑬消費税軽減税率

対策費補助金（注）2 

機能存続 

(R1) 

R1 不明 レジスターの購入 

＜事例集㉙＞ 

消費税率引上げに伴い実施される軽減税率制度に対応

するため、中小企業が行う①軽減税率対応のレジ、②電子

的受発注システム、③請求書管理システムの導入及び改修

に係る費用を支援 

⑭ものづくり・商

業・サービス革新

補助金 

店舗存続 

(H25) 

H26 99 調理器具の購入 

＜事例集㊿＞ 

国内外のニーズに対応したサービスやものづくりの新

事業を創出するため、革新的な設備投資やサービス開発・

試作品の開発を行う中小企業を支援 

⑮ものづくり・商

業・サービス経営

力向上支援補助金 

店舗存続 

(H29) 

H30 176 冷蔵庫 4台の購入 

＜事例集㊶＞ 

 

足腰の強い経済を構築するため、生産性向上に資する革

新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行

うための中小企業・小規模事業者の設備投資等の一部を 

支援 

⑯小規模事業者持

続化補助金 

店舗存続 

(H18) 

H26 不明 顧客に配布する電話番号

を記載したプレートやチラ

シの作成、商品を運ぶため

のパレットの購入 

小規模事業者が商工会議所等と一体となって取り組む

販路開拓や生産性向上の取組を支援 

店舗存続 

(H26) 

H28 

H30 

100 

（H28:50

  

H30:50 

店舗売場に厨房室を移設

するとともにガスフライヤ

ー、ガスグリラー等厨房機

器の購入、冷蔵ショーケー

スの購入 

機能存続 

(R1) 

R1 100 移動販売に使用する冷蔵

庫付きトラックの購入 
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所管 

府省 

活用したとする 

支援施策名 

事業区分 

(存続年度) 

活用 

年度 

交付金額

（万円） 

活用使途 

＜事例集番号＞ 
支援施策の概要・目的 

⑰事業承継補助金 店舗存続 

(R1) 

H30 450 調理器具の購入 

＜事例集㊲＞ 

事業承継を契機として、経営革新や事業転換に挑戦する

中小企業者に対し、設備投資・販路拡大・既存事業の廃業

等に必要な経費を支援する。特に、新規事業への参入や業

態転換などを行う場合や、一定の生産性向上が見込まれる

場合には、重点的に支援を行い、ベンチャー型事業承継・

第二創業のほか、事業承継に伴う生産性向上の取組を後押

しする。さらに、経営資源引継ぎ型の創業や事業承継を後

押しするため、経営資源を譲り渡した事業者が、残った経

営資源の廃業等を行うための費用を支援 

店舗存続 

(H29) 

H30 未定 

(当省調査

時点では

未交付) 

卸売業と小売業の連携に

よる新流通網確立のための

システム費等＜事例集㉞＞ 

店舗存続 

(H29) 

H30 未定 

(同上) 

卸売業と小売業の連携に

よる新流通網確立のための

システム費等 

店舗存続 

(H29) 

H30 未定 

(同上) 

卸売業と小売業の連携に

よる新流通網確立のための

システム費等 

店舗存続 

(H29) 

H30 未定 

(同上) 

卸売業と小売業の連携に

よる新流通網確立のための

システム費等 

⑱中小企業再生支

援・事業引継ぎ支

援事業（事業引継

ぎ支援センター） 

店舗存続 

(H29) 

H29 - 後継者募集の告知、譲渡

契約の締結、融資制度の紹

介、申請手続の補助等の 

支援 

後継者不在等の理由により第三者に事業を引継ぐ意向

がある中小企業者と、他社から事業を譲り受けて事業の拡

大を目指す中小企業者等からの相談を受け付け、マッチン

グを支援 
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所管 

府省 

活用したとする 

支援施策名 

事業区分 

(存続年度) 

活用 

年度 

交付金額

（万円） 

活用使途 

＜事例集番号＞ 
支援施策の概要・目的 

店舗存続 

(H29) 

H29 - 前事業者との調整や調整

結果に基づく基本合意書の

作成等の支援 

＜事例集㊺＞ 

全都道府県に 48か所設置 

店舗存続 

(H30) 

H30 - 事業承継関係の書類作

成、事務手続等の支援、資

金調達に当たっての情報提

供 

(注) 1 本表は、当省の調査結果により、事業承継において「活用した」と回答のあった施策並びに各年度の「補助金総覧」及び各府省行政事業レビューシート等に基づき

当省で作成した。なお、各施策名は活用当時のものであり、既に廃止された施策も含まれている。 

   2  活用当時の施策であり、本表を作成した令和 3年 3月時点では既に廃止されている。 

3 金額は 1万円未満を切り捨てた。 

     4 複数の事例で活用している支援施策については、事例ごとに複数の行に分けて記載した。 

5 事業区分欄は、報告書「表 1－1」に記載した存続後の運営形態で、（ ）内は当該存続等がなされた年度である。 

6 活用使途欄の＜ ＞内には、別途当省が作成した「地域住民の生活に身近な事業の存続・承継等事例集」における事例番号を記載した。
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資料 12 都道府県、市町村による支援施策の具体例 

施設費・設備費の補助（都道府県：8事例、市町村：18事例） 

（町の例） 

店舗建物の内装や設備などの工事費用、陳列棚やレジといった店内の備品等の購入費用とし

て約 9,000万円が必要であったところ、そのうちの 6割（約 5,400 万円）は、人口流出対策と

しての町の補助金を活用した。＜事例集⑲＞ 

（県の例 1） 

定期市の開催に当たり、地域のにぎわいづくりへの県の支援施策を活用し、地域の活動交流

拠点を整備・改修する費用の補助を受けた。＜事例集⑫＞ 

（県の例 2） 

 移動販売事業の実施に当たり、県の補助金を活用し、トラック（冷凍商品を含む多くの商品

を積載可能なもの）の購入費用の補助を受けた。＜事例集㉖＞ 

運営費の補助（都道府県：4事例、市町村：13事例） 

（町の例 1） 

 町から、店舗の賃借料相当額が 3年間の予定で補助されており、その後は店舗を買い取るか

否か判断する予定である。＜事例集⑱＞ 

（町の例 2） 

 山間部における買物弱者支援として、町から、移動販売車両の車検費用、自賠責・損害保険

料、ガソリン費用の一部が補助されている。 

（町の例 3） 

町が、高齢者等買物弱者対策として、移動販売事業用の車両購入費等の初期費用だけでなく、

車検費用、自賠責・損害保険料、ガソリン費用など運営費も補助している。 

（市の例 1） 

移動販売事業者に事業の協力要請をした市が、人件費分を買物弱者支援事業として補助して

いる。 

（市の例 2） 

地区のまちづくり推進委員会が開催する定期市の赤字分を、同委員会の活動費への補助とし

て、市が補填している。 

なお、この交付金は、減少傾向となっている。 
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土地等の無償使用（都道府県：1事例、市町村：10事例） 

（町の例） 

店舗の用地として町有地を無償で貸与している。 

（市の例） 

移動販売の場所として、市が管理する地域市民センターの広場を無償で提供している。＜事

例集㉗＞ 

情報提供支援（都道府県：1事例、市町村：11事例） 

（市の例 1） 

移動販売開始当初から、高齢者用の手すりが付いている住居を飛び込みで訪ねるなどして、

移動販売を求める顧客を開拓していたが、訪問場所が多数にわたり負担が大きかった。 

継承後の事業が定着してきた現在では、移動販売の依頼等、住民のニーズに係る情報が市の

福祉部局等から提供されるなど、支援を受けている。 

（市の例 2） 

市は、自治会等が開催する朝市の取組を、市の買物支援のモデル的な取組と位置付け、事業

者のために、ⅰ）当初の開設場所として公園を無償貸与、ⅱ）その後の開設場所である団地の

集会所の出入口にスロープを設置するなど支援し、自治会等は、市の担当課への状況報告を緊

密に行って信頼関係を築いてきた。 

現在でも、朝市での取扱商品の賞味期限等の表示方法に関する疑義について、市から保健所

に照会して自治会等に回答するなど、良好な関係が継続している。＜事例集⑰＞ 

広報面での支援（市町村：10事例） 

（町の例） 

移動販売事業の開始や運行スケジュールについて広報誌に掲載するとともに、各地区の民生

委員や町内会長にチラシを配布している。＜事例集㉙＞ 

（市の例） 

移動販売に関するチラシを作成し、市の広報誌で告知したり、団地住民に配布している。ま

た、移動販売の実施について、団地の自治会に説明している。＜事例集㉗＞ 
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その他（市町村：10 事例） 

（町の例） 

 駅周辺のスーパーマーケットや商店が相次いで撤退・廃業している状況下での新店舗建設

を、町が「買い物困難者対策事業」と位置付け、店舗の固定資産税を免除している。 

（市の例） 

市、移動販売事業者、移動販売対象区域内の 11 自治会が連携協定を締結し、市が事務局と

なってこれらの 11自治会と事業者が意見交換を行う会議を 4半期ごとに開催 

また、市が、移動販売会場への通路の段差を解消したり、休憩用のベンチを設置するなど支

援している。＜事例集○52＞ 

(注)1 当省の調査結果による。 

2   ＜ ＞内は、別途当省が作成した「地域住民の生活に身近な事業の存続・承継等事例集」における事例

番号を記載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



64 
 

資料 13-① 「令和元年度補正 事業承継補助金 公募要領」（令和 2年 3月中小企業庁）

＜抜粋＞ 

 

 

 

 

(注) 枠及び枠内のコメントは当省が付した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本補助事業の対象となる事業承継は、補助対象期間内に事業を引き継がせ
る者と事業を引き継ぐ者との間でＭ＆Ａ等も含む事業の引継ぎを行った又
は行うこととしたものとされている。 



65 
 

資料 13-② 事業承継補助金を活用したとする事例 

＜事例番号＞ 事例集㊲ 

＜交付額＞ 450万円 【Ⅱ型】 事業再編・事業統合支援型 

 

＜補助金交付に至った経緯＞ 

  後継事業者は、前事業者から「後継者がいないため、店舗を買い取らないか」との相談を受

け、検討の結果、経営資源（経営権、従業員、店舗、技術等）を承継し、事業を引き継いだ。 

上記の事業承継については、商工会から「事業承継補助金の補助対象になるので活用を検討

してはどうか」と助言され、活用したいと考え、当該補助金の公募要領を確認したところ、事

業承継しただけでは補助されず、承継後に経営革新等の取組に要する経費に対する補助であっ

たこと、補助金申請の経験に乏しいことなどから申請をちゅうちょしていた。 

しかし、知人の経営コンサルタントに相談し、申請手続の支援を受け、事業承継を契機に後

継事業者が新商品を開発、生産、販売するための調理器具購入費に活用することとして申請し、

事業採択された。 

 

＜当該補助金を活用して実施した事業の概要＞ 

ⅰ）新商品の開発、生産 

自社の強みである「魚の目利きと毎日の仕入れ、加工技術」と事業承継によって入手す

る「広い調理場と調理員」、補助金で購入したオーブンを組み合わせて、店の主要顧客であ

る 60～70歳代の高齢者向けの「健康で美味しい惣菜・弁当」を開発する。開発には、自社

の人材（調理師免許を持つ調理員）及び前事業者から継承した人材が参加する。また、こ

れらの調理員はデザートの調理技術が高いため、手作りのデザートの商品開発を行う。 

ⅱ）商品の新たな生産又は販売の方式の導入 

上記新購入のオーブンを使用し、惣菜や弁当の味を向上させる。当店の主要顧客はいわ

ゆる買物弱者であるため、買物の負担を減らすために移動販売を行う。移動販売には車両

に弁当・惣菜・デザートを積載して各販売ポイントを移動しながら販売を行う。 

(注) 当省の調査結果による。 
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資料 14-① 「平成 29年度予算 地域・まちなか商業活性化支援事業（地域商業自立促

進事業）募集要領」（平成 29年 3月中小企業庁）＜抜粋＞ 
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一定の根拠やデータを踏まえて行う左記の 
新たな取組が補助対象事業とされている。 
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(注) 下線、枠及び枠内のコメントは当省が付した。 
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資料 14-② 地域・まちなか商業活性化支援事業を活用したとする事例 

＜事例番号＞ 事例集㉒    ＜交付額＞ 7,995 万 1,513円 

＜補助金交付に至った経緯＞ 

町内唯一のスーパーから、施設の老朽化等を理由に閉店する意向を伝えられた町は、「代わり

となる店舗や飲食店、気軽にお茶を飲めて休憩できる場所やバス待合所が必要である」旨の住

民の意向調査結果を踏まえ、当該店舗の存続のために老朽化したスーパーの建て替え等が必要

と考えた。町の単独事業で建て替え・運営ができれば自由度も高くなるので理想的ではある

が、財源の捻出が難しいため、国の補助金を活用した事業存続を目指した。 

また、町は、経営主体となるテナントを検討し、募集を行ったものの、町内事業者からの応

募はなく、出店協議を続けてきた大手スーパーも商圏人口が少ないことなどから辞退した。町

は、後継事業者が見付からなかったこと、民間の後継事業者が従前と同じ形で経営を行うこと

で再度業績不振に陥ることを危惧し、町が出資する公社（株式会社）を経営主体としたスーパ

ーを開設することを決断した。 

事業主体が決まったため、「中小企業経営支援等対策費補助金（地域・まちなか商業活性化支

援事業）」申請の検討に入ったが、市場調査、設置後の経営計画の策定や集客するための新たな

取組の検討に加え、店舗等の規模、収支計画、利用計画等を補助事業の要望書を提出する時点

で確定していなければならず、要望書も全体で 100ページ以上にわたり作業が膨大で苦労し

た。 

店舗建設や備品購入等に活用するため、当該補助金の交付を商工会と公社の連名で申請し、

採択された。 

なお、補助金の公募要領において補助対象事業が「公共性の高い取組」とされており、上記

の住民意向調査結果も踏まえ、公共スペースとスーパーとの複合施設を整備することとした。

スーパーの収支が黒字なのに対し、併設している公共スペースの管理費や施設全体のマネージ

ャーの人件費等により、営業損益では赤字となっているが、上記の併設施設の管理費に係る赤

字分は町からの補助金を充当し、経常損益では黒字となっている。 

＜当該補助金を活用して実施した事業の概要＞ 

不足業種となる生鮮食品を始め日常生活必需品や学用品、地域特産品を取扱うスーパーを整

備するとともに地域住民の交流の場となるコミュニティスペース等を整備し、町内の商業各施

設として商店街のにぎわいや活性化を図る。 

補助対象事業との関係は以下のとおりである（丸囲み数字は補助金公募要領（資料 15-①）に

おける該当分野）。 

ⅰ）支え合いセンター（地域の高齢者が集まり、健康相談や軽運動ができるスペース）等の設

置【①少子・高齢化に該当】 

ⅱ）バス待合や飲食など町民が自由に利用できるコミュニティスペースや会合やイベントに活

用できる多目的スペースの設置、スーパーの設置【②地域交流③新陳代謝に該当】 

ⅲ）観光案内コーナーの設置、チャレンジスペースの設置（地元農業者が自らの農産物を試験

的に販売するイベントを多目的スペース等を活用して実施）【⑥地域資源活用に該当】 

 (注) 当省の調査結果による。 




